
徳島県専攻科の生徒への奨学のための給付金支給要綱

（通則）

第１条 徳島県専攻科の生徒への奨学のための給付金（以下「専攻科給付金」とい

う。）については、予算の範囲内で支給するものとし、その支給については、高等

学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への奨学のための給付金）交付要綱

（令和２年４月１日文部科学大臣決定）及び高等学校等修学支援事業費補助金（専

攻科の生徒への奨学のための給付金）の取扱いについて（通知）（令和５年４月３

日４文科初第２７１９号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（目的）

第２条 本専攻科給付金は、高等学校等専攻科に在学する全ての意志ある専攻科の

生徒が安心して教育を受けられるよう、専攻科の生徒がいる低所得世帯を対象に

専攻科給付金を支給し、授業料以外の教育に必要な経費を支援することにより、

高等学校等専攻科における教育に係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の機

会均等に寄与することを目的とする。

（定義）

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

(1) 高等学校等専攻科 国公私立の高等学校及び中等教育学校（後期課程）の専

攻科の学科のうち、次のいずれかの要件を満たすもの。

ア 大学への編入基準を満たす課程を有するもの

イ 国家資格者養成課程を有するもの

(2) 専攻科の生徒 高等学校等修学支援事業費補助金（専攻科の生徒への修学支

援）交付要綱（令和２年４月１日文部科学大臣決定。以下「専攻科支援金交付

要綱」という。）第３条又は国の設置する高等学校等に係る高等学校等修学支援

事業費補助金（専攻科の生徒への修学支援）交付要綱（令和２年４月１日文部

科学大臣決定。以下「国立専攻科支援金交付要綱」という。）第３条に規定する

専攻科支援金の補助要件を満たす者（特別支援学校の専攻科に通う者を除く。）

その他知事が適当と認める者。ただし、家計が急変した世帯に属する者に限り、

専攻科支援金交付要綱第３条第１項第４号又は国立専攻科支援金交付要綱第３

条第１項第４号に該当しない者を含めるものとする。

(3) 生計維持者 専攻科支援金交付要綱第３条第１項第４号又は国立専攻科支援

金交付要綱第３条第１項第４号に規定する生計維持者



(4) 基準日 原則として専攻科給付金の支給を受けようとする年度の７月１日。

ただし、ア又はイに掲げる者にあっては、それぞれ当該ア又はイに定める日

ア 専攻科給付金の支給を受けようとする年度の７月以降に入学することが定

められている専攻科の生徒については、入学した年度に限り、当該入学日

イ ７月２日以降に家計が急変した世帯に属する者については、原則として当

該申請のあった月の翌月の１日（申請のあった日が月の初日である場合は当

該申請のあった日）。ただし、知事が別に定める日までに申請のあった場合は、

家計急変の発生した月の翌月の１日（家計急変の発生した日が月の初日であ

る場合は当該家計急変の発生した日）

（専攻科給付金の支給対象者）

第４条 専攻科給付金の支給対象者は、基準日において、次に掲げる要件の全てを

備える者とする。

(1) 高等学校等専攻科に在学する専攻科の生徒の生計維持者であること。

(2) 徳島県内に住所を有している生計維持者であること。

(3) 次に掲げる世帯のいずれかに属していること。

ア 生計維持者の基準日を含む年度の道府県民税所得割及び市町村民税所得割

が非課税である世帯

イ 家計急変による経済的理由から、別に定める基準を下回り、生計維持者の

年収が道府県民税所得割額及び市町村民税所得割額が非課税である世帯に相

当すると認められる世帯（アの世帯を除く。）

２ 前項各号の規定にかかわらず、「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負

担金について（平成１１年４月３０日厚生省発児第８６号）」による措置費等の支

弁対象となる専攻科の生徒であって、見学旅行費又は特別育成費（母子生活支援

施設の専攻科の生徒を除く。）が措置されている場合は、対象外とする。

（専攻科給付金の額等）

第５条 専攻科給付金は、授業料以外の教育に必要な経費を支援するため、一人の

専攻科の生徒につき年１回支給し、その額は別紙に定めるとおりとする。

２ 前項の規定にかかわらず、前条第１項第３号イに掲げる世帯に属する者に対す

る専攻科給付金の額については、申請時における最新の家計の状況を確認の上、

次のとおりとする。

(1) ７月１日までに家計が急変し、知事が別に定める日までに申請のあった場合

は、別紙に定めるとおりとする。

(2) ７月２日以降に家計が急変し、申請のあった場合は、原則として別紙に定め

る額について当該申請のあった月の翌月以降の月数（申請のあった日が月の初



日である場合は当該申請のあった月以降の月数）に応じて算定したものとする。

３ 専攻科給付金の支給回数は、通算２回を上限とする。

（専攻科給付金の支給申請）

第６条 生計維持者は、専攻科給付金の支給を受けようとする場合は、知事が別に

定める日までに、徳島県専攻科の生徒への奨学のための給付金受給申請書（第１

号様式）を提出しなければならない。

２ 前項に規定する申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(1) 対象となる専攻科の生徒の在学する高等学校等専攻科の長が発行する在学証

明書兼個人対象要件証明書（第２号の１又は２様式）。

(2) 対象となる専攻科の生徒の健康保険証（写）提出用紙（第３号様式）

(3) 第４条第１項第３号に規定する世帯に属することを証明する書類

ア 第４条第１項第３号アに掲げる世帯

基準日における生計維持者全員の道府県民税所得割額及び市町村民税所得

割額を証明する書類（個人番号カード(写）等貼付台紙（第４号様式）、課税

証明書等）

イ 第４条第１項第３号イに掲げる世帯

家計急変の届出（第１号様式（別紙））、生計維持者の家計急変の発生事

由を証明する書類（住民票の除票、診断書、離職票、開廃業等届出書、罹災

証明書等）、家計急変前の収入を証明する書類（個人番号カード(写）等貼付

台紙（第４号様式）、課税証明書等）、家計急変後の収入を証明する書類（直

近の給与明細書、税理士等の作成した証明書類等）並びに生計維持者及びそ

の扶養親族の人数・年齢を確認するための書類（健康保険証（写し）等）

(4) 前各号に掲げるもののほか、知事が必要と認める書類

３ 前項各号に掲げる書類に記載された内容では世帯の区分を確認できない場合及

びその記載内容に疑義がある場合は、生計維持者は、その事実確認に応じなけれ

ばならない。

４ 第１項及び第２項各号に掲げる書類に記載された内容では扶養状況を確認でき

ない場合は、生計維持者は、同書類に加えて扶養誓約書（第５号様式）を提出し

なければならない。

５ 第１項及び第２項各号に規定する申請書等の提出は、対象となる専攻科の生徒

が在学する高等学校等専攻科を経由しなければならない。ただし、当該高等学校

等専攻科が県外に所在する場合は、この限りでない。

６ 専攻科支援金の申請と重複する書類や認定結果を用いることで、提出する書類

を省略することができる。

（専攻科給付金の支給決定）



第７条 知事は、生計維持者から前条の規定による申請書等の提出があったときは、

専攻科給付金の支給の要件について審査を行った上で、支給又は不支給を決定し、

その結果を生計維持者に対し書面（第６号様式又は第７号様式）により通知する

ものとする。

２ 前項における書類の審査等において、基準日に休学している専攻科の生徒につ

いては、原則として給付対象としない。ただし、基準日に休学している専攻科の

生徒の生計維持者から申請書等の提出があった場合は、専攻科給付金の支給を受

けようとする年度の１２月末までに当該専攻科の生徒の復学の有無を確認した上

で、支給又は不支給を決定するものとする。

（専攻科給付金の支給方法）

第８条 知事は、前条の規定により専攻科給付金の支給を決定したときは、知事が

別に定める時期に生計維持者が指定する生計維持者名義の預金口座に振り込む方

法により専攻科給付金の年額を一括で支給するものとする。

（専攻科給付金の代理受領）

第９条 前条の規定にかかわらず、知事は、生計維持者が負担する学校徴収金等に

充てるために、生計維持者から専攻科給付金の受領を専攻科の生徒が在学する高

等学校等専攻科の長（以下「学校長」という。）又は学校長が指名する者（以下「学

校長等」という。）に委任する旨の委任状（第８号様式）の提出があった場合は、

学校長等に対し専攻科給付金を支給することができる。

（専攻科給付金の支給決定の取消等）

第１０条 知事は、生計維持者が偽りその他不正な手段により専攻科給付金の支給

を受けていたことが判明した場合は、支給決定を取り消すものとする。

２ 前項の規定により、支給決定を取り消された生計維持者は、知事が指定する期

日までに、別に指示する方法により支給された専攻科給付金の全額を返還しなけ

ればならない。

（雑則）

第１１条 この要綱に定めるもののほか、専攻科給付金に関し必要な事項は、知事

が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和２年１０月７日から施行し、令和２年６月５日から適用する。

（オンライン学習の通信費に係る特例）



２ 令和２年度に限り、オンライン学習の通信費として、第４条第１項第３号ア又

はイに掲げる世帯に属する者に対し、それぞれ別紙に定める給付金の額に１人当

たり年額10,000円（第５条第２項第２号に該当する場合は、月額1,000円（令和２

年６月から令和３年３月までの１０月間に限る。））を加えた額を支給する。

３ 保護者等が前項の規定による支給を受けようとする場合は、知事が別に定める

日までに、オンライン学習の通信費に係る追加支給申請書（第８号様式）を提出

しなければならない。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年２月２５日から施行する。

（上乗せ支給に係る特例）

２ 令和２年度に限り、支援が必要と考えられる教育費分の単価増として、第４条

第１項第３号ア又はイに掲げる世帯に属する者に対し、それぞれ別紙に定める給

付金の額に１人当たり年額12,000円を加えた額を支給する。

附 則

この要綱は、令和３年５月３１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 令和３年度以前に高等学校等専攻科に入学した生徒に係る改正後の第４条第１

項、第６条第１項から第４項まで及び第７条から第１０条までの規定の適用につ

いては、これらの規定中「生計維持者」とあるのは、「令和４年４月１日改正前の

規定による保護者等」とする。

附 則

この要綱は、令和５年４月３日から施行する。



別紙

高等学校等専攻科の区分 年 額
（１人当たり）

国公立の高等学校等専攻科 50,500円

私立の高等学校等専攻科 52,100円

備 考

１ この表に掲げる国公立の高等学校等専攻科は、国（独立行政法人通則法

（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人及び国立大

学法人を含む。）及び地方公共団体（地方独立行政法人法（平成15年法律第

118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人を含む。）が設置する高

等学校等専攻科とする。

２ 私立の高等学校等専攻科は、１に規定する者以外の者が設置する高等学

校等専攻科とする。


